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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】表示ムラおよび黄変を抑えることができ、かつ
フィルム製膜時のコゲも防止可能な偏光板および液晶表
示装置を提供する。
【解決手段】第１透明保護フィルム２１は、不飽和カル
ボン酸アルキルエステル単位および一般式（１）で表わ
されるグルタルイミド単位を有する（メタ）アクリル系
樹脂であって、イミド化率が２．５～５．０％、酸価が
０．１０～０．５０ｍｍｏｌ／ｇの範囲であり、かつ、
アクリル酸エステル単位が１重量％未満である（メタ）
アクリル系樹脂を含有し、かつ、紫外線吸収剤を有し、
第２透明保護フィルム２２は、シクロオレフィン系樹脂
を含有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリビニルアルコール系偏光子の両面に、接着剤層を介して透明保護フィルムが設けら
れている偏光板であって、
　一方の面の第１透明保護フィルムは、不飽和カルボン酸アルキルエステル単位および一
般式（１）で表わされるグルタルイミド単位を有する（メタ）アクリル系樹脂であって、
イミド化率が２．５～５．０％、酸価が０．１０～０．５０ｍｍｏｌ／ｇの範囲であり、
かつ、アクリル酸エステル単位が１重量％未満である（メタ）アクリル系樹脂を含有し、
かつ、紫外線吸収剤を有し、
　他方の面の第２透明保護フィルムは、シクロオレフィン系樹脂を含有してなる偏光板。
【化１】

（ここで、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素または炭素数１～８のアルキル基を示し
、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基、炭素数３～１２のシクロアルキル基、または炭素
数６～１０のアリール基を示す。）
【請求項２】
　前記第１透明保護フィルムの面内位相差および厚み方向位相差がそれぞれ４０ｎｍ以下
である請求項１に記載の偏光板。
【請求項３】
　前記接着剤層が活性エネルギー線硬化型接着剤により形成されている請求項１又は２に
記載の偏光板。
【請求項４】
　前記第１透明保護フィルムの一方の面側に配置されたコーティング層を有する請求項１
～３のいずれか１項に記載の偏光板。
【請求項５】
　前記コーティング層がハードコート層または防汚層である請求項４に記載の偏光板。
【請求項６】
　前記透明保護フィルムの前記偏光子側とは反対側に粘着層が設けられている請求項１～
５のいずれか１項に記載の偏光板。
【請求項７】
　前記偏光板と前記粘着層との間にアンカー層が設けられている請求項６に記載の偏光板
。
【請求項８】
　前記粘着層が導電性を有する請求項６に記載の偏光板。
【請求項９】
　前記アンカー層が導電性を有する請求項７に記載の偏光板。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の偏光板を備える液晶表示装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板および液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、液晶のスイッチングによる偏光状態を可視化させたものであり、その
表示原理から、偏光子の両面に透明保護フィルムを接着剤層により貼り合わせた偏光板が
用いられている。偏光子としては、例えばポリビニルアルコールにヨウ素を吸着させ、延
伸した構造のヨウ素系偏光子が高透過率、高偏光度を有することから、最も一般的な偏光
子として広く使用されている。透明保護フィルムとしては、透湿度の高いトリアセチルセ
ルロース等が用いられる。
【０００３】
　前記偏光板が適用される液晶表示装置等の画像表示装置は様々な環境下において用いら
れる。そのため、前記偏光板には、高温環境下における耐熱性、高湿環境下における耐湿
性等の耐久性を有することが望まれる。しかし、透明保護フィルムとして、通常、用いら
れるトリアセチルセルロース等は高湿環境下において、位相差が大きく変化して、パネル
上に表示ムラが生じる問題がある。これに対し、（メタ）アクリル系樹脂を含む透明保護
フィルムを用いて透湿度を低減させ表示ムラを抑制する技術が提案されている（特許文献
１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－１３９７２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　また近年では、特に携帯電話等のモバイル用途や車載用途等の展開が図られている。こ
れらの用途では屋外環境に置かれることが多いことから、上記技術を用いる液晶表示装置
であっても紫外線の影響により表示部に黄変（黄ばみ）が生じる場合があり、環境耐久性
、中でも紫外線耐久性を満足することが望まれる。
【０００６】
　そこで本発明者らは、黄変対策として（メタ）アクリル系樹脂により形成された透明保
護フィルムに紫外線吸収剤を添加し、紫外線耐久性を高めようとした。しかしながら、紫
外線吸収剤を添加した透明保護フィルムでは、フィルム製膜時にコゲ（焦げたように見え
る黒色状の微小な斑点）等の外観不良を惹起することが新たに判明した。
【０００７】
　本発明は、液晶パネルに適用した場合にも表示ムラおよび黄変を抑えることができ、か
つフィルム製膜時のコゲも防止可能な偏光板および液晶表示装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、以下に示す偏光板を見出し
、本発明を完成するに至った。
【０００９】
　すなわち、本発明は、ポリビニルアルコール系偏光子の両面に、接着剤層を介して透明
保護フィルムが設けられている偏光板であって、
　一方の面の第１透明保護フィルムは、不飽和カルボン酸アルキルエステル単位および一
般式（１）で表わされるグルタルイミド単位を有する（メタ）アクリル系樹脂であって、
イミド化率が２．５～５．０％、酸価が０．１０～０．５０ｍｍｏｌ／ｇの範囲であり、
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かつ、アクリル酸エステル単位が１重量％未満である（メタ）アクリル系樹脂を含有し、
かつ、紫外線吸収剤を有し、
　他方の面の第２透明保護フィルムは、シクロオレフィン系樹脂を含有してなる偏光板に
関する。
【化１】

（ここで、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素または炭素数１～８のアルキル基を示し
、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基、炭素数３～１２のシクロアルキル基、または炭素
数６～１０のアリール基を示す。）
【００１０】
　当該偏光板では、偏光板の一方の面の第１透明保護フィルムとして、不飽和カルボン酸
アルキルエステル単位およびグルタルイミド単位を有する（メタ）アクリル系樹脂を含有
してなるものを用いる。この（メタ）アクリル系樹脂は、透湿度が低く、高温環境下にお
ける耐熱性、高湿環境下における耐湿性等の耐久性を満足することができ、偏光板を液晶
パネルに適用した場合にも表示ムラを小さく抑えることができる。
【００１１】
　また、当該偏光板では、第１透明保護フィルムが紫外線吸収剤を有しているので、野外
環境下での影響の大きい黄変を好適に防止することができる。
【００１２】
　さらに、当該偏光板では、第１透明保護フィルムの形成材料として不飽和カルボン酸ア
ルキルエステル単位およびグルタルイミド単位を有する（メタ）アクリル系樹脂を採用し
、かつこの（メタ）アクリル系樹脂のイミド化率、酸価およびアクリル酸エステル単位の
含有量を所定範囲としているので、紫外線吸収剤の添加によるフィルム製膜時のコゲの発
生を抑制し、偏光板の外観を良好なものとすることができる。
【００１３】
　加えて、当該偏光板では他方の面側の第２透明保護フィルムをシクロオレフィン系樹脂
により形成しているので、偏光板の透湿度を低減して高温高湿下での表示ムラを抑制する
ことができる。
【００１４】
　当該偏光板では、前記第１透明保護フィルムの面内位相差および厚み方向位相差がそれ
ぞれ４０ｎｍ以下であることが好ましい。これにより、液晶表示装置の偏光板用途に好適
な透明保護フィルムとすることができる。
【００１５】
　当該偏光板では、前記接着剤層が活性エネルギー線硬化型接着剤により形成されている
ことが好ましい。活性エネルギー線硬化型接着剤は一般的に水分含有量が低いので、接着
剤由来の水分に起因する偏光板の光学特性の低下を抑制することができる。また、硬化さ
せるには活性エネルギー線の照射だけでよいので偏光板の生産効率を向上させることがで
きる。
【００１６】
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　当該偏光板は、前記第１透明保護フィルムの一方の面側に配置されたコーティング層を
有していてもよい。また、前記コーティング層がハードコート層または防汚層であっても
よい。これにより、コーティング層の種類に応じた機能を偏光板に付与することができる
。
【００１７】
　当該偏光板では、前記透明保護フィルムの前記偏光子側とは反対側に粘着層が設けられ
ていてもよい。偏光板に粘着層を設けることで他の部材との積層が容易となり、偏光板の
多機能化を図ることができる。
【００１８】
　当該偏光板では、前記偏光板と前記粘着層との間にアンカー層が設けられていてもよい
。アンカー層を設けることにより密着性のさらなる向上を図ることができる。
【００１９】
　当該偏光板では、前記粘着層が導電性を有していてもよく、前記アンカー層が導電性を
有していてもよい。これにより偏光板やこれを備える液晶表示装置に帯電防止性を付与す
ることができる。
【００２０】
　本発明には、当該偏光板を備える液晶表示装置も含まれる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施形態に係る偏光板を模式的に示す断面図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る偏光板を液晶セルに適用した液晶表示装置を模式的に
示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の一実施形態に係る偏光板について、図面を参照しながら説明する。ただ
し、図の一部又は全部において、説明に不要な部分は省略し、また説明を容易にするため
に拡大または縮小等して図示した部分がある。
【００２３】
《偏光板》
　図１に示すように、偏光板Ｐでは、ポリビニルアルコール系偏光子１の両面に、接着剤
層３を介して第１透明保護フィルム２１、第２透明保護フィルム２２がそれぞれ設けられ
ている。第１透明保護フィルム２１は、不飽和カルボン酸アルキルエステル単位およびグ
ルタルイミド単位を有する（メタ）アクリル系樹脂および紫外線吸収剤を含有する。一方
、第２透明保護フィルム２２は、シクロオレフィン系樹脂により形成されている。
【００２４】
　＜ポリビニルアルコール系偏光子＞
　偏光子１は、特に制限されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、例えば、ポ
リビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エ
チレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素
や二色性染料等の二色性材料を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱
水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。こ
れらのなかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光
子が好適である。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に、５～８０μｍ程
度である。
【００２５】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、例えば、ポ
リビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍に
延伸することで作成することができる。必要に応じてホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶
液に浸漬することもできる。さらに必要に応じて染色の前にポリビニルアルコール系フィ
ルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニルアルコール系フィルムを水洗することで
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ポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができ
るほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均一
を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色した後に行っても良いし、染色しながら延伸
してもよし、また延伸してからヨウ素で染色してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの
水溶液中や水浴中でも延伸することができる。
【００２６】
　＜第１透明保護フィルム＞
　第１透明保護フィルム２１は、不飽和カルボン酸アルキルエステル単位およびグルタル
イミド単位を有する（メタ）アクリル系樹脂、ならびに紫外線吸収剤を含有する。前記（
メタ）アクリル系樹脂は、好ましくは、下記一般式（１）で表されるグルタルイミド単位
および下記一般式（２）で表される不飽和カルボン酸アルキルエステル単位の構造単位を
有する。
【００２７】
【化２】

 
【００２８】
　一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素または炭素数１～８のアルキル
基を示し、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基、炭素数３～１２のシクロアルキル基、ま
たは炭素数６～１０のアリール基を示す。
【００２９】

【化３】

 
【００３０】
　一般式（２）中、Ｒ４は水素原子または炭素数１～５のアルキル基を表す。Ｒ５は水素
原子または炭素数１～６の脂肪族、もしくは脂環式炭化水素基を示す。
【００３１】
　上記一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立して、水素またはメチル
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基であり、Ｒ３は水素、メチル基、ブチル基、またはシクロヘキシル基であることが好ま
しく、Ｒ１はメチル基であり、Ｒ２は水素であり、Ｒ３はメチル基であることがより好ま
しい。
【００３２】
　上記グルタル（メタ）アクリル系樹脂は、グルタルイミド単位として、単一の種類のみ
を含んでいてもよいし、上記一般式（１）におけるＲ１、Ｒ２、およびＲ３が異なる複数
の種類を含んでいてもよい。
【００３３】
　前記（メタ）アクリル系樹脂における、一般式（１）で表されるグルタルイミド単位の
含有割合は、好ましくは５～５０モル％、より好ましくは１０～４５モル％、さらに好ま
しくは１５～４０モル％、特に好ましくは２０～３５モル％、最も好ましくは２５～３５
モル％である。上記含有割合が５モル％より少ないと、一般式（１）で表されるグルタル
酸無水物単位に由来して発現される効果、例えば、高い光学的特性、高い機械的強度、偏
光子との優れた接着性、薄型化が十分に発揮されないおそれがある。上記含有割合が５０
モル％よりも多いと、例えば、高い耐熱性、高い透明性が十分に発揮されないおそれがあ
る。
【００３４】
　前記（メタ）アクリル系樹脂における、一般式（２）で表される不飽和カルボン酸アル
キルエステル単位の含有割合は、好ましくは５０～９５モル％、より好ましくは５５～９
０モル％、さらに好ましくは６０～８５モル％、特に好ましくは６５～８０モル％、最も
好ましくは６５～７５モル％である。上記含有割合が５０モル％より少ないと、一般式（
２）で表される不飽和カルボン酸アルキルエステル単位に由来して発現される効果、例え
ば、高い耐熱性、高い透明性が十分に発揮されないおそれがある。上記含有割合が９５モ
ル％よりも多いと、樹脂が脆くて割れやすくなり、高い機械的強度が十分に発揮できず、
生産性に劣るおそれがある。
【００３５】
　一般式（１）で表されるグルタルイミド単位および一般式（２）で表される不飽和カル
ボン酸アルキルエステル単位を有する（メタ）アクリル系樹脂は、基本的には以下に示す
方法により製造することができる。
【００３６】
　即ち、前記（メタ）アクリル系樹脂は、一般式（２）で表される不飽和カルボン酸アル
キルエステル単位に対応する不飽和カルボン酸アルキルエステル単量体と、不飽和カルボ
ン酸単量体および／またはその前駆体単量体とを共重合して共重合体（ａ）を得た後、当
該共重合体（ａ）をイミド化剤にて処理することにより、当該共重合体（ａ）中の不飽和
カルボン酸アルキルエステル単量体単位と不飽和カルボン酸単量体および／またはその前
駆体単量体単位の分子内イミド化反応を行い、一般式（１）で表されるグルタルイミド単
位を共重合体中に導入することにより、得ることができる。
【００３７】
　不飽和カルボン酸アルキルエステルとしては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（
メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブ
チル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アク
リル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸クロロメチル、（メタ）アクリル酸２－クロ
ロエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキ
シプロピル、（メタ）アクリル酸２，３，４，５，６－ペンタヒドロキシヘキシルおよび
（メタ）アクリル酸２，３，４，５－テトラヒドロキシペンチルなどがあげられる。これ
らは１種のみが用いられても良いし、２種以上が併用されても良い。これらの中でも、熱
安定性に優れる点で、（メタ）アクリル酸メチルがより好ましく、メタクリル酸メチルが
特に好ましい。すなわち、一般式（１）において、Ｒ４がメチル基、Ｒ５がメチル基であ
ることが特に好ましい。
【００３８】
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　不飽和カルボン酸単量体としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、
α－置換アクリル酸、α－置換メタクリル酸などが挙げられ、その前駆体単量体としては
、アクリルアミド、メタクリルアミドなどがあげられる。これら不飽和カルボン酸単量体
またはその前駆体単量体は１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。これら
の中でも特に、本発明の効果を十分に発揮させる点で、不飽和カルボン酸単量体としては
、アクリル酸、メタクリル酸が好ましく、前記前駆体単量体としては、アクリルアミドが
好ましい。
【００３９】
　共重合体（ａ）をイミド化剤により処理する方法は、特に限定されなく、従来公知のあ
らゆる方法を用いることができる。例えば、押出機や、バッチ式反応槽（圧力容器）等を
用いる方法により、上記共重合体（ａ）をイミド化することができる。押出機を用いて加
熱溶融し、イミド化剤と処理する場合、用いる押出機は特に限定されるものではなく、各
種押出機を用いることができる。具体的には、例えば、単軸押出機、二軸押出機または多
軸押出機等を用いることができる。また、上記共重合体（ａ）のイミド化剤による処理を
バッチ式反応槽（圧力容器）を用いて行う場合、そのバッチ式反応槽（圧力容器）の構造
は特に限定されるものでない。
【００４０】
　イミド化剤は、特に限定されるものではなく、上記一般式（１）で表されるグルタルイ
ミド単位を生成できるものであればよい。具体的には、例えば、メチルアミン、エチルア
ミン、ｎ－プロピルアミン、ｉ－プロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、ｉ－ブチルアミン
、ｔｅｒｔ－ブチルアミン、ｎ－ヘキシルアミン等の脂肪族炭化水素基含有アミン、アニ
リン、ベンジルアミン、トルイジン、トリクロロアニリン等の芳香族炭化水素基含有アミ
ン、シクロヘキシルアミン等などの脂環式炭化水素基含有アミンを挙げることができる。
【００４１】
　また、尿素、１，３－ジメチル尿素、１，３－ジエチル尿素、１，３－ジプロピル尿素
のように、加熱により、上記例示したアミンを発生する尿素系化合物を用いることもでき
る。
【００４２】
　上記例示したイミド化剤のうち、コスト、物性の面からメチルアミン、アンモニア、シ
クロヘキシルアミンを用いることが好ましく、メチルアミンを用いることが特に好ましい
。
【００４３】
　なお、このイミド化の工程においては、上記イミド化剤に加えて、必要に応じて、閉環
促進剤を添加してもよい。
【００４４】
　このイミド化の工程において、イミド化剤は共重合体（ａ）１００重量部に対して０．
５～１０重量部であることが好ましく、０．５～６重量部であることがより好ましい。イ
ミド化剤の添加量が０．５重量部を下回ると最終的に得られる樹脂組成物のイミド化率が
低くなるためその耐熱性が著しく低下し、成形後のコゲなどの外観欠陥を誘発することが
ある。また、１０重量部を上回ると、樹脂中にイミド化剤が残存し、成形後のコゲなどの
外観欠陥や発泡を誘発することがある。
【００４５】
　本実施形態の製造方法では、上記イミド化工程に加え、エステル化剤で処理する工程を
含むことができる。
【００４６】
　エステル化剤としては、例えば、ジメチルカーボネート、２，２－ジメトキシプロパン
、ジメチルスルホキシド、トリエチルオルトホルメート、トリメチルオルトアセテート、
トリメチルオルトホルメート、ジフェニルカーボネート、ジメチルサルフェート、メチル
トルエンスルホネート、メチルトリフルオロメチルスルホネート、メチルアセテート、メ
タノール、エタノール、メチルイソシアネート、ｐ－クロロフェニルイソシアネート、ジ
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メチルカルボジイミド、ジメチル－ｔ－ブチルシリルクロライド、イソプロペニルアセテ
ート、ジメチルウレア、テトラメチルアンモニウムハイドロオキサイド、ジメチルジエト
キシシラン、テトラ－Ｎ－ブトキシシラン、ジメチル（トリメチルシラン）フォスファイ
ト、トリメチルフォスファイト、トリメチルフォスフェート、トリクレジルフォスフェー
ト、ジアゾメタン、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、シクロヘキセンオキサ
イド、２－エチルヘキシルグリシジルエーテル、フェニルグリシジルエーテル、ベンジル
グリシジルエーテルなどが挙げられる。これらの中でも、コスト、反応性などの観点から
、ジメチルカーボネートが好ましい。
【００４７】
　エステル化剤の添加量としては、特に制限はなく、（メタ）アクリル系樹脂の酸価が所
望の値になるように設定される。
【００４８】
　本実施形態の（メタ）アクリル系樹脂は、上記一般式（１）で表されるグルタルイミド
単位と不飽和カルボン酸アルキルエステル単位とを含有し、かつ、特定のイミド化率、酸
価、アクリル酸エステル単位含有量を有する。
【００４９】
　上記（メタ）アクリル系樹脂におけるイミド化率は、グルタルイミド単位と不飽和カル
ボン酸アルキルエステル単位との比で表される。ゆえに、「イミド化率」とは全カルボニ
ル基中のイミドカルボニル基の占める割合をいう。この比は、例えば、（メタ）アクリル
系樹脂のＮＭＲスペクトル、ＩＲスペクトル、あるいはその他方法により測定することが
可能であるが、本実施形態のイミド化率は１ＨＮＭＲ　ＢＲＵＫＥＲ　ＡｖａｎｃｅＩＩ
Ｉ（４００ＭＨｚ）を用いて、樹脂の１Ｈ－ＮＭＲ測定を行って求める。３．５から３．
８ｐｐｍ付近の不飽和カルボン酸アルキルエステルのＯ－ＣＨ３プロトン由来のピーク面
積をＡとし、３．０から３．３ｐｐｍ付近のグルタルイミドのＮ－ＣＨ３プロトン由来の
ピークの面積をＢとして、次式により求められる。
　　　Ｉｍ％＝｛Ｂ／（Ａ＋Ｂ）｝×１００
【００５０】
　上記イミド化率は、２．５～５．０％とすることが必要である。イミド化率が上記範囲
内であれば、得られる（メタ）アクリル系樹脂の耐熱性および透明性が低下したり、成形
加工性、およびフィルムに加工したときのコゲの発生や機械的強度が低下したりすること
がない。一方、イミド化率が上記範囲より少ないと、第１透明保護フィルムのフィルム製
膜時にコゲが発生したり、得られる（メタ）アクリル系樹脂の耐熱性が不足したり、透明
性が損なわれたりする傾向がある。また、上記範囲より多くてもコゲが発生したり、また
、不必要に耐熱性および溶融粘度が高くなり、成形加工性が悪くなったり、フィルム加工
時の機械的強度が極端に脆くなったり、透明性が損なわれたりする傾向がある。
【００５１】
　本実施形態の（メタ）アクリル系樹脂の酸価は、（メタ）アクリル系樹脂中でのカルボ
ン酸単位、カルボン酸無水物単位の含有量を表す。酸価は、例えばＷＯ２００５－０５４
３１１に記載の滴定法や、特開２００５－２３２７２号公報に記載の滴定法などにより算
出することが可能である。
【００５２】
　上記（メタ）アクリル系樹脂の酸価は、０．１０～０．５０ｍｍｏｌ／ｇである。酸価
が上記範囲内であれば、耐熱性、機械物性、成形加工性のバランスに優れた（メタ）アク
リル系樹脂を得ることができる。一方、例えば、酸価が上記範囲より大きいと、溶融押出
時の樹脂の発泡が起こりやすくなり、成形加工性が低下し、成形品の生産性が低下する傾
向がある。酸価が上記範囲より小さいと、当該酸価に調整するための変性剤をより多く費
やす必要があるため、コストアップになったり、変性剤の残存によるゲル状物の発生を誘
発することがあるため好ましくない。
【００５３】
　本実施形態の（メタ）アクリル系樹脂に含まれるアクリル酸エステル単位は１重量％未
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満であり、好ましくは０．５重量％未満である。アクリル酸エステル単位が上記範囲内で
あれば、（メタ）アクリル系樹脂は熱安定性に優れたものになるが、上記範囲を超えると
熱安定性が悪くなり、樹脂製造時あるいは成形加工時に樹脂の分子量や粘度低下が低下し
て物性が悪化する傾向がある。
【００５４】
　前記（メタ）アクリル系樹脂中には、一般式（１）で表されるグルタルイミド単位およ
び一般式（２）で表される不飽和カルボン酸アルキルエステル単位以外のその他単位を含
んでいても良い。
【００５５】
　前記（メタ）アクリル系樹脂では、例えば、前記分子内イミド化反応に関与していない
不飽和カルボン酸単量体由来単位を０～１０重量％含有することができる。不飽和カルボ
ン酸由来単位の割合は、０～５重量％がより好ましく、０～１重量％であるのがさらに好
ましい。前記（メタ）アクリル系樹脂中における不飽和カルボン単量体由来単位を１０重
量％以下とすることによって、無色透明性、滞留安定性、耐湿性を維持することができる
。
【００５６】
　また、本実施形態の（メタ）アクリル系樹脂は、前記以外の共重合可能な他のビニル系
単量体単位を含有することができる。その他のビニル系単量体としては、例えば、アクリ
ロニトリル、メタクリロニトリル、エタクリロニトリル、アリルグリシジルエーテル、無
水マレイン酸、無水イタコン酸、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－エチルマレイミド、Ｎ－シ
クロヘキシルマレイミド、アクリル酸アミノエチル、アクリル酸プロピルアミノエチル、
メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸エチルアミノプロピル、メタクリル酸
シクロヘキシルアミノエチル、Ｎ－ビニルジエチルアミン、Ｎ－アセチルビニルアミン、
アリルアミン、メタアリルアミン、Ｎ－メチルアリルアミン、２－イソプロペニル－オキ
サゾリン、２－ビニル－オキサゾリン、２－アクロイル－オキサゾリン、Ｎ－フェニルマ
レイミド、メタクリル酸フェニルアミノエチル、スチレン、α－メチルスチレン、ｐ－グ
リシジルスチレン、ｐ－アミノスチレン、２－スチリル－オキサゾリンなどがあげられる
。これらは、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００５７】
　上記その他のビニル系単量体の中でも、スチレン、α－メチルスチレンなどのスチレン
系構造単位の含有割合を０～１重量％とすることが好ましく、より好ましくは０～０．１
重量％である。スチレン系構造単位の含有濃度を０～１重量％とすることで、位相差の悪
化および透明性の低下を防ぐことができる。
【００５８】
　前記（メタ）アクリル系樹脂の重量平均分子量は、好ましくは１０００～２０００００
０、より好ましくは５０００～１００００００、さらに好ましくは１００００～５０００
００、特に好ましくは５００００～５０００００、最も好ましくは６００００～１５００
００である。重量平均分子量が上記範囲から外れると、本発明の効果が十分に発揮できな
いおそれがある。重量平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフ（ＧＰＣシステム，東ソー
製）を用いて、ポリスチレン換算により求める。溶剤はテトラヒドロフランを用いる。
【００５９】
　前記（メタ）アクリル系樹脂は、Ｔｇ（ガラス転移温度）が、好ましくは１１０℃以上
、より好ましくは１１５℃以上、さらに好ましくは１２０℃以上、特に好ましくは１２５
℃以上、最も好ましくは１３０℃以上である。Ｔｇが１１０℃以上であることにより、例
えば、最終的に偏光板に組み入れた場合に、耐久性に優れたものとなり易い。前記（メタ
）アクリル系樹脂のＴｇの上限値は特に限定されないが、成形性等の点から、好ましくは
３００℃以下、より好ましくは２９０℃以下、さらに好ましくは２８５℃以下、特に好ま
しくは２００℃以下、最も好ましくは１６０℃以下である。
【００６０】
　前記（メタ）アクリル系樹脂は、射出成形により得られる成形品の、ＡＳＴＭ－Ｄ－１
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００３に準じた方法で測定される全光線透過率が、高ければ高いほど好ましく、好ましく
は８５％以上．より好ましくは８８％以上、さらに好ましくは９０％以上である。全光線
透過率が８５％未満であると、透明性が低下し、本来目的とする用途に使用できないおそ
れがある。
【００６１】
　第１透明保護フィルム中の前記（メタ）アクリル系樹脂の含有量は、好ましくは５０～
１００重量％、より好ましくは６０～１００重量％、さらに好ましくは７０～１００重量
％、特に好ましくは８０～１００重量％である。本発明の透明保護フィルム中の前記（メ
タ）アクリル系樹脂の含有量が５０重量％未満の場合には、前記（メタ）アクリル系樹脂
が本来有する高い耐熱性、高い透明性が十分に反映できないおそれがある。
【００６２】
　また、本実施形態の第１透明保護フィルムにおいて、前記（メタ）アクリル系樹脂に併
用できる樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド、ポリフェニレンサ
ルファイド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエステル、ポリスルホン、ポリフェニレ
ンオキサイド、ポリアセタール、ポリイミド、ポリエーテルイミドなどの他の熱可塑性樹
脂、フェノール系樹脂、メラミン系樹脂、ポリエステル系樹脂、シリコーン系樹脂、エポ
キシ系樹脂などの熱硬化性樹脂があげられる。これらは、本発明の目的を損なわない範囲
で配合される。
【００６３】
　第１透明保護フィルムは上記（メタ）アクリル系樹脂とともに、紫外線吸収剤を含む。
本実施形態の第１透明樹脂フィルムは特定の構造単位および特定のイミド化率、酸価、ア
クリル酸エステル単位含有量を具備しているので、従来で問題となっていた紫外線吸収剤
によるフィルム製膜時のコゲを防止しつつ、偏光板の黄変を抑制することができる。紫外
線吸収剤の具体例としては、例えば、従来公知のオキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾ
トリアゾール系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノ
アクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物、トリアジン系化合物などが挙げられる。
第１透明保護フィルムへの紫外線吸収剤の付与方法としては、透明保護フィルム中に紫外
線吸収剤を含有させる方法や、透明保護フィルムの構成層として紫外線吸収剤を含有する
層を積層させる方法が挙げられる。
【００６４】
　第１透明保護フィルムにおける紫外線吸収剤の含有量は、目的とする黄変防止効果が得
られるように適宜調整すればよい。紫外線吸収剤の含有量が少なすぎると黄変防止効果が
不十分となる場合があり、反対に多すぎるとコゲが十分に抑制されにくくなったり、紫外
線吸収剤のブリードアウトが発生したりする場合がある。
【００６５】
　なお、上記その他の樹脂、上記添加剤は、前記（メタ）アクリル系樹脂を形成するため
の原料に配合して、（メタ）アクリル系樹脂を製造する際に配合してもよく、（メタ）ア
クリル系樹脂を製造した後に配合してもよい。
【００６６】
　本発明の前記（メタ）アクリル系樹脂を含有する透明保護フィルムは、通常、前記（メ
タ）アクリル系樹脂を、流延法、射出成形法、溶融押出成形法でフィルム化することによ
り得られる。得られたフィルムは、フィルム強度を向上させるために一軸または二軸延伸
することができる。
【００６７】
　前記（メタ）アクリル系樹脂を含有する透明保護フィルムは、未延伸の状態では位相差
は殆ど発現しないが、延伸すると位相差が生じる。延伸する場合には、延伸倍率と位相差
制御剤の添加により、位相差を制御することができる。位相差制御剤としては、スチレン
系樹脂が好ましく、特に好ましくは、アクリロニトリル－スチレン共重合体である。
【００６８】
　本実施形態にかかる第１透明保護フィルムは、光学異方性が小さいことが好ましい。特
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に、フィルムの面内方向（長さ方向、幅方向）の光学異方性だけでなく、厚み方向の光学
異方性についても小さいことが好ましい。換言すれば、面内位相差および厚み方向位相差
がともに小さいことが好ましい。
【００６９】
　具体的には、第１透明保護フィルムの面内位相差および厚み方向位相差は、それぞれ４
０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以下であることがより好ましい。このような
光学特性を有する構成とすれば、本実施形態にかかる透明保護フィルムを、液晶表示装置
の偏光板に備える偏光子保護フィルムとして好適に用いることができる。一方、フィルム
の面内位相差が４０ｎｍを超えたり、厚み方向位相差が４０ｎｍを超えたりすると、本実
施形態にかかる透明保護フィルムを液晶表示装置の偏光板に組み込んで用いる場合、液晶
表示装置においてコントラストが低下するなどの問題が発生する場合がある。
【００７０】
　なお、面内位相差（Ｒｅ）および厚み方向位相差（Ｒｔｈ）は、それぞれ、以下の式に
より算出することができる。つまり、３次元方向について完全光学等方である理想的なフ
ィルムでは、面内位相差Ｒｅ、厚み方向位相差Ｒｔｈともに０となる。
　　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　　Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄ
　なお、上記式中において、面内屈折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸に垂直な方向をＹ
軸、フィルムの厚さ方向をＺ軸とし、それぞれの軸方向の屈折率をｎｘ、ｎｙ、およびｎ
ｚとして表す。また、ｄはフィルムの厚み（ｎｍ）を表す。
【００７１】
　本実施形態の不飽和カルボン酸アルキルエステル単位およびグルタル酸無水物単位を有
する（メタ）アクリル系樹脂を含有する透明保護フィルムは、透湿度３００ｇ／ｍ２以下
を満足することができ、耐久性の点で好ましい。透湿度は、さらには２５０ｇ／ｍ２以下
であるのが好ましく、さらには２００ｇ／ｍ２以下であるのが好ましい。
【００７２】
　なお、本実施形態で用いる第１透明保護フィルム中には任意の適切な添加剤が１種類以
上含まれていてもよい。その他の添加剤としては、例えば、ヒンダードフェノール系、リ
ン系、イオウ系等の酸化防止剤；耐光安定剤、耐候安定剤、熱安定剤等の安定剤；ガラス
繊維、炭素繊維等の補強材；近赤外線吸収剤；トリス（ジブロモプロピル）ホスフェート
、トリアリルホスフェート、酸化アンチモン等の難燃剤；アニオン系、カチオン系、ノニ
オン系の界面活性剤等の帯電防止剤；無機顔料、有機顔料、染料等の着色剤；有機フィラ
ーや無機フィラー；樹脂改質剤；有機充填剤や無機充填剤；可塑剤；滑剤；帯電防止剤；
難燃剤；などが挙げられる。
【００７３】
　本実施形態の第１透明保護フィルム中の添加剤の含有割合は、好ましくは０～５重量％
、より好ましくは０～２重量％、さらに好ましくは０～０．５重量％である。
【００７４】
　＜第２透明保護フィルム＞
　本実施形態において、第２透明保護フィルムは、シクロオレフィン系樹脂を主原料とし
て含有する。これにより高透明性及び低吸水性の特性を発揮し得る。
【００７５】
　第２透明保護フィルム２２を形成するシクロオレフィン系樹脂としては、環状オレフィ
ン（シクロオレフィン）からなるモノマーのユニットを有する樹脂であれば特に限定され
るものではない。第２透明保護フィルム２２に用いられるシクロオレフィン系樹脂として
は、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ）又はシクロオレフィンコポリマー（ＣＯＣ）の
いずれであってもよい。シクロオレフィンコポリマーとは、環状オレフィンとエチレン等
のオレフィンとの共重合体である非結晶性の環状オレフィン系樹脂のことをいう。
【００７６】
　上記環状オレフィンとしては、多環式の環状オレフィンと単環式の環状オレフィンとが
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存在している。かかる多環式の環状オレフィンとしては、ノルボルネン、メチルノルボル
ネン、ジメチルノルボルネン、エチルノルボルネン、エチリデンノルボルネン、ブチルノ
ルボルネン等のノルボルネン類、ジシクロペンタジエン、ジヒドロジシクロペンタジエン
、メチルジシクロペンタジエン、ジメチルジシクロペンタジエン等のジシクロペンタジエ
ン類、テトラシクロドデセン、メチルテトラシクロドデセン、ジメチルテトラシクロドデ
セン等のテトラシクロドデセン類、トリシクロペンタジエン、テトラシクロペンタジエン
等のシクロペンタジエンの多量体類などが挙げられる。また、単環式の環状オレフィンと
しては、シクロブテン、シクロペンテン、シクロオクテン、シクロオクタジエン、シクロ
オクタトリエン、シクロドデカトリエンなどが挙げられる。中でも、透明性、耐湿性、位
相差制御の点から、ノルボルネン類が好ましい。
【００７７】
　上記シクロオレフィン系樹脂からなる第２透明保護フィルムは、市販品の光学フィルム
としても入手可能であり、例えば、Ｔｉｃｏｎａ社製のＴｏｐａｓ、ＪＳＲ社製のアート
ン、日本ゼオン社製のゼオノア、ゼオネックス、三井化学社製のアペル等が挙げられる。
【００７８】
　第２透明保護フィルム２２には、表面に予めスパッタリング、コロナ放電、火炎、紫外
線照射、電子線照射、化成、酸化などのエッチング処理や下塗り処理を施して、接着剤層
との密着性を向上させるようにしてもよい。
【００７９】
　第２透明保護フィルム２２は、位相差を有していなくてもよく、例えば各種波長板や液
晶層の複屈折による着色や視角等の補償を目的としたものなどの使用目的に応じた適宜な
位相差を有するものであってよい。第２透明保護フィルム２２が位相差を有する場合、位
相差の異なる第２透明保護フィルムを積層して位相差等の光学特性を制御したものなどで
あってもよい。
【００８０】
　第２透明保護フィルム２２が位相差を有する場合、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚ、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎ
ｚ、ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚ、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙ、ｎｚ＝ｎｘ＞ｎｙ、ｎｚ＞ｎｘ＞ｎｙ、ｎｚ
＞ｎｘ＝ｎｙ、の関係を満足するものが、各種用途に応じて選択して用いられる。例えば
、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの屈折率の関係を満足する場合、斜視方向の視野角特性を改善できる
ことから、ＩＰＳモードやＶＡモードの液晶表示装置に好適に適用することができる。
【００８１】
　第２透明保護フィルムが、例えば、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚ、を満足する場合、面内位相差は
好ましくは４０～３００ｎｍ、より好ましくは４０～１００ｎｍであり、厚み方向位相差
は好ましくは８０～３２０ｎｍ、より好ましくは１００～３２０ｎｍであり、Ｎｚ係数は
１．８～４．５を満足するものを用いるのが好ましい。第２透明保護フィルムが、例えば
、ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚ、を満足する場合（ポジティブＡプレート）、面内位相差は１００～
２００ｎｍを満足するものを用いるのが好ましい。第２透明保護フィルムが、例えば、ｎ
ｚ＝ｎｘ＞ｎｙ、を満足する場合（ネガティブＡプレート）、面内位相差は１００～２０
０ｎｍを満足するものを用いるのが好ましい。第２透明保護フィルムが、例えば、ｎｘ＞
ｎｚ＞ｎｙ、を満足する場合、面内位相差は１５０～３００ｎｍ、Ｎｚ係数は０超え～０
．７を満足するものを用いるのが好ましい。また、上記の通り、例えば、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎ
ｚ、ｎｚ＞ｎｘ＞ｎｙ、またはｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙ、を満足するものを用いることができる
。なお、Ｎｚ係数は、Ｎｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）で表される（但し、面内屈
折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸に垂直な方向をＹ軸、厚さ方向をＺ軸とし、それぞれ
の軸方向の屈折率をｎｘ、ｎｙ、ｎｚとする。）。
【００８２】
　これら位相差の制御は、シクロオレフィン系樹脂を含む高分子フィルムを、縦方向もし
くは横方向に一軸延伸、または二軸延伸することにより得ることができる。または、高分
子フィルムの片面又は両面に収縮性フィルムを接着して積層体を形成し、その積層体を加
熱延伸処理して作製する方法により得ることができる。
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【００８３】
　本実施形態で用いる第２透明保護フィルム中には任意の適切な添加剤が１種類以上含ま
れていてもよい。その他の添加剤（紫外線吸収剤を含む。）およびその含有量としては、
第１透明保護フィルムの項で示した添加剤およびその含有量を好適に用いることができる
。
【００８４】
　本実施形態の第１透明保護フィルムおよび第２透明保護フィルムの厚さは適宜に決定し
うるが、一般には強度や取扱性等の作業性、薄層性、透明性などの点より、それぞれ独立
して、１～５００μｍ程度であり、１～３００μｍが好ましく、５～２００μｍがより好
ましい。
【００８５】
　＜コーティング層＞
　前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート層や防汚層、反射
防止層、スティッキング防止層や、拡散層ないしアンチグレア層などの各種コーティング
層を設けてもよい。
【００８６】
　ハードコート層は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えばア
クリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れる
硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。防汚
層は偏光板表面の汚れを防止することを目的とする。反射防止層は偏光板表面での外光の
反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた反射防止膜などの形成により達成す
ることができる。また、スティッキング防止層は隣接層との密着防止を目的に施される。
【００８７】
　またアンチグレア層は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害するこ
との防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方式
による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルムの表面
に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の形
成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ、アルミナ
、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン等
からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有機系
微粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の使用
量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～５０重量
部程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層は偏光板透過光を拡散して視
角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい。
【００８８】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層やアンチグレア層等は、透明保
護フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは
別体のものとして設けることもできる。
【００８９】
　＜接着剤層＞
　前記偏光子と透明保護フィルムの貼り合わせに用いる接着剤層は光学的に透明であれば
、特に制限されず水系、溶剤系、ホットメルト系、活性エネルギー線硬化型の各種形態の
ものが用いられるが、水系接着剤または活性エネルギー線硬化型接着剤が好適であり、活
性エネルギー線硬化型接着剤がより好適である。
【００９０】
　　（水系接着剤）
　接着剤層を形成する水系接着剤としては特に限定されるものではないが、例えば、ビニ
ルポリマー系、ゼラチン系、ビニル系ラテックス系、ポリウレタン系、イソシアネート系
、ポリエステル系、エポキシ系等を例示できる。
【００９１】
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　前記接着剤層が水系接着剤等により形成される場合には、当該接着剤層の厚みは１０～
３００ｎｍ程度である。接着剤層の厚みは、均一な面内厚みを得ることと、十分な接着力
を得る点から、さらに好ましくは、１０～２００ｎｍ、さらに好ましくは２０～１５０ｎ
ｍである。
【００９２】
　水系接着剤を塗布した後は、偏光子と透明保護フィルムをロールラミネーター等により
貼り合わせる。前記接着剤の塗布は、透明保護フィルム、偏光子のいずれに行ってもよく
、両者に行ってもよい。貼り合わせ後には、乾燥工程を施し、塗布乾燥層からなる接着剤
層を形成する。乾燥温度は、５～１５０℃程度、好ましくは３０～１２０℃で、１２０秒
間以上、さらには３００秒間以上である。
【００９３】
　　（活性エネルギー線硬化型接着剤）
　活性エネルギー線硬化型接着剤としては、電子線硬化型、紫外線硬化型等の活性エネル
ギー線の照射により硬化するものを例示できる。
【００９４】
　活性エネルギー線硬化型接着剤の硬化性成分としては、例えば、（メタ）アクリロイル
基を有する化合物、ビニル基を有する化合物等があげられる。これら硬化性成分は、単官
能または二官能以上のいずれも用いることができる。またこれら硬化性成分は、１種を単
独で、または２種以上を組み合わせて用いることができる。これら硬化性成分としては、
例えば、（メタ）アクリロイル基を有する化合物が好適であり、例えば、各種のエポキシ
（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート、ポリエステル（メタ）アクリレ
ートや、各種の（メタ）アクリレート系モノマー等があげられる。
【００９５】
　また、硬化性成分として、（メタ）アクリロイル基を有する化合物、特に、芳香環およ
びヒドロキシ基を有する単官能の（メタ）アクリレート、窒素含有（メタ）アクリレート
、カルボキシル基含有（メタ）アクリレートを用いる場合には、当該硬化性成分は、活性
エネルギー線硬化型接着剤として適しており、当該接着剤を用いることで、偏光子および
透明保護フィルムに対して良好な接着性を有する偏光板が得られる。例えば、低水分率の
偏光子を用いた場合にも、また、透明保護フィルムとして透湿度の低い材料を用いた場合
にも、本実施形態の接着剤は、これらに対して良好な接着性を示し、その結果、寸法安定
性の良好な偏光板が得られる。
【００９６】
　上記硬化性成分を用いる場合には、寸法変化が小さい偏光板を作製できるため、偏光板
の大型化にも容易に対応でき、歩留まり、取り数の観点から生産コストを抑えることがで
きる。また、本実施形態で得られる偏光板は寸法安定性がよいことから、バックライトの
外部熱による画像表示装置のムラの発生を抑えることができる
【００９７】
　上記の他、（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、メチル（メタ）アクリレ
ート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキ
シル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）ア
クリレート、ラウリル（メタ）アクリレート等の炭素数は１～１２のアルキル（メタ）ア
クリレート；（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチルな
どの（メタ）アクリル酸アルコキシアルキル系モノマー；（メタ）アクリル酸２－ヒドロ
キシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒド
ロキシブチル、（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸８－ヒ
ドロキシオクチル、（メタ）アクリル酸１０－ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸１
２－ヒドロキシラウリルや（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）－メチルアクリレー
トなどのヒドロキシル基含有モノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸などの酸無水物
基含有モノマー；アクリル酸のカプロラクトン付加物；スチレンスルホン酸やアリルスル
ホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリ
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ルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロ
イルオキシナフタレンスルホン酸などのスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチ
ルアクリロイルホスフェートなどの燐酸基含有モノマーなどがあげられる。
【００９８】
　上記硬化性成分としては、二官能以上の硬化性成分を用いることができる。二官能以上
の硬化性成分としては、二官能以上の（メタ）アクリレート、特に二官能以上のエポキシ
（メタ）アクリレートが好ましい。二官能以上のエポキシ（メタ）アクリレートは、多官
能のエポキシ化合物と、（メタ）アクリル酸との反応により得られる。多官能のエポキシ
化合物は、各種のものを例示できる。多官能のエポキシ化合物としては、例えば、芳香族
エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、脂肪族エポキシ樹脂があげられる。
【００９９】
　硬化型接着剤は、前記硬化性成分に加え、硬化のタイプに応じてラジカル開始剤を含む
ことが好ましい。前記接着剤を電子線硬化型で用いる場合には、前記接着剤にはラジカル
開始剤を含有させることは特に必要ではないが、紫外線硬化型で用いる場合には、ラジカ
ル開始剤が好適に用いられる。
【０１００】
　前記接着剤層が硬化型接着剤により形成される場合には、前記接着層の厚みは、好まし
くは０．１～２０μｍ、より好ましくは、０．２～１０μｍ、さらに好ましくは０．３～
８μｍである。厚みが薄い場合は、接着力自体の凝集力が得られず、接着強度が得られな
いおそれがある。接着剤層の厚みが２０μｍを超えると、コストアップと接着剤自体の硬
化収縮の影響が出て、偏光板の光学特性へ悪影響が発生するおそれがある。
【０１０１】
　偏光子と透明保護フィルムを貼り合わせた後に、活性エネルギー線等を照射して、接着
剤を硬化させる。活性エネルギー線の照射方向は、任意の適切な方向から照射することが
できる。なお、活性エネルギー線が紫外線の場合は、第１透明保護フィルムが紫外線吸収
剤を含んでいることに鑑み、第２透明保護フィルム側から照射することが好ましい。ただ
し、この場合、紫外線による偏光子の劣化が生じない程度の照射量とすることが好ましい
。
【０１０２】
　活性エネルギー線の照射条件は、前記接着剤を硬化しうる条件であれば、任意の適切な
条件を採用できる。照射する活性エネルギー線として、例えば、露光量１００ｍＪ／ｃｍ
２以上、好ましくは１００ｍＪ／ｃｍ２～３０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を用いることが
できる。露光量が小さすぎると、接着剤が硬化不足となることがあり、露光量が大きすぎ
ると、透明保護フィルムや偏光子にダメージを与え、機械的強度の低下や黄変を生じ、所
定の光学特性を得ることができない場合がある。
【０１０３】
　接着剤層の厚みを調整する方法としては、特に制限されるものではないないが、例えば
、接着剤溶液の固形分濃度や接着剤の塗布装置を調整する方法があげられる。このような
接着剤層厚みの測定方法としては、特に制限されるものではないが、ＳＥＭ（Ｓｃａｎｎ
ｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ）や、ＴＥＭ（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉ
ｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ）による断面観察測定が好ましく用いら
れる。接着剤の塗布操作は特に制限されず、各種コーター、ロール法、噴霧法、浸漬法等
の各種手段を採用できる。
【０１０４】
　前記製造方法を連続ラインで行う場合、ライン速度は、接着剤の硬化時間によるが、好
ましくは１～５００ｍ／ｍｉｎ、より好ましくは５～３００ｍ／ｍｉｎ、さらに好ましく
は１０～１００ｍ／ｍｉｎである。ライン速度が小さすぎる場合は、生産性が乏しい、ま
たは透明保護フィルムへのダメージが大きすぎ、耐久性試験などに耐えうる偏光板が作製
できない。ライン速度が大きすぎる場合は、接着剤の硬化が不十分となり、目的とする接
着性が得られない場合がある。
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【０１０５】
　また前記接着剤には、金属化合物フィラーを含有させることができる。金属化合物フィ
ラーにより、接着剤層の流動性を制御することができ、膜厚を安定化して、良好な外観を
有し、面内が均一で接着性のバラツキのない偏光板が得られる。
【０１０６】
　前記偏光板は、偏光子の両面に透明保護フィルムを接着剤層を介して貼り合せることに
より得られるが、接着剤層と、透明保護フィルムまたは偏光子との間には下塗り層や易接
着処理層等を設けても良い。易接着処理としては、プラズマ処理、コロナ処理等のドライ
処理、アルカリ処理（ケン化処理）等の化学処理、易接着剤層を形成するコーティング処
理等があげられる。これらのなかでも、易接着剤層を形成するコーティング処理やアルカ
リ処理が好適である。易接着剤層の形成には、ポリオール樹脂、ポリカルボン酸樹脂、ポ
リエステル樹脂等の各種の易接着剤料を使用することができる。なお、易接着剤層の厚み
は、通常、０．００１～１０μｍ程度、さらには０．００１～５μｍ程度、特に０．００
１～１μｍ程度とするのが好ましい。
【０１０７】
《偏光板のその他の実施形態》
　本実施形態の偏光板は、実用に際して他の光学層と積層した光学フィルムの形態でも用
いることができる。その光学層については特に限定はないが、例えば反射板や半透過板、
位相差板（１／２や１／４等の波長板を含む）、視角補償フィルムなどの液晶表示装置等
の形成に用いられることのある光学層を１層または２層以上用いることができる。特に、
本実施形態の偏光板に更に反射板または半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板また
は半透過型偏光板、偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板、
偏光板に更に視角補償フィルムが積層されてなる広視野角偏光板、あるいは偏光板に更に
輝度向上フィルムが積層されてなる偏光板が好ましい。
【０１０８】
　反射型偏光板は、偏光板に反射層を設けたもので、視認側（表示側）からの入射光を反
射させて表示するタイプの液晶表示装置などを形成するためのものであり、バックライト
等の光源の内蔵を省略できて液晶表示装置の薄型化を図りやすいなどの利点を有する。反
射型偏光板の形成は、必要に応じ透明保護層等を介して偏光板の片面に金属等からなる反
射層を付設する方式などの適宜な方式にて行うことができる。
【０１０９】
　＜粘着層＞
　前述した偏光板や、少なくとも１層の偏光板を備える光学フィルム（以下、特に断りの
ない限り偏光板と光学フィルムとを併せて「偏光板」と称する。）には、液晶セル等の他
部材と接着するための粘着層を設けることもできる。粘着層を形成する粘着剤は特に制限
されないが、例えばアクリル系重合体、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレ
タン、ポリアミド、ポリエーテル、フッ素系やゴム系などのポリマーをベースポリマーと
するものを適宜に選択して用いることができる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透
明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と接着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに
優れるものが好ましく用いうる。
【０１１０】
　また上記に加えて、吸湿による発泡現象や剥がれ現象の防止、熱膨張差等による光学特
性の低下や液晶セルの反り防止、ひいては高品質で耐久性に優れる液晶表示装置の形成性
などの点より、吸湿率が低くて耐熱性に優れる粘着層が好ましい。
【０１１１】
　上記粘着層は導電性を有していてもよい。粘着層に導電性を付与することで、帯電防止
性を向上させることができ、これを目的として帯電防止剤を好適に添加することもできる
。帯電防止剤としては、イオン性界面活性剤系、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポリピ
ロール、ポリキノキサリン等の導電性ポリマー系、酸化スズ、酸化アンチモン、酸化イン
ジウム等の金属酸化物系などがあげられるが、特に光学特性、外観、帯電防止効果、およ
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び帯電防止効果の加熱、加湿時での安定性という観点から、導電性ポリマー系が好ましく
使用される。この中でも、ポリアニリン、ポリチオフェンなどの水溶性導電性ポリマー、
もしくは水分散性導電性ポリマーが特に好ましく使用される。帯電防止層の形成材料とし
て水溶性導電性ポリマーや水分散性導電性ポリマーを用いた場合、塗工に際して有機溶剤
による偏光板の変質を抑えることができる。
【０１１２】
　粘着層は、例えば天然物や合成物の樹脂類、特に、粘着性付与樹脂や、ガラス繊維、ガ
ラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤、酸化防止剤な
どの粘着層に添加されることの添加剤を含有していてもよい。また微粒子を含有して光拡
散性を示す粘着層などであってもよい。
【０１１３】
　偏光板の片面又は両面への粘着層の付設は、適宜な方式で行いうる。その例としては、
例えばトルエンや酢酸エチル等の適宜な溶剤の単独物又は混合物からなる溶媒にベースポ
リマーまたはその組成物を溶解又は分散させた１０～４０重量％程度の粘着剤溶液を調製
し、それを流延方式や塗工方式等の適宜な展開方式で偏光板上に直接付設する方式、ある
いは前記に準じセパレータ上に粘着層を形成してそれを偏光板上に移着する方式などがあ
げられる。
【０１１４】
　粘着層は、異なる組成又は種類等のものの重畳層として偏光板の片面又は両面に設ける
こともできる。また両面に設ける場合に、偏光板の表裏において異なる組成や種類や厚さ
等の粘着層とすることもできる。粘着層の厚さは、使用目的や接着力などに応じて適宜に
決定でき、一般には１～４０μｍであり、５～３０μｍが好ましく、特に１０～２５μｍ
が好ましい。１μｍより薄いと耐久性が悪くなり、また４０μｍより厚いと発泡などによ
る浮きや剥がれが生じやすく外観不良となる、
【０１１５】
　粘着層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的にセパレー
タが仮着されてカバーされる。これにより、通例の取扱状態で粘着層に接触することを防
止できる。セパレータとしては、上記厚さ条件を除き、例えばプラスチックフィルム、ゴ
ムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の適
宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン等
の適宜な剥離剤でコート処理したものなどの、従来に準じた適宜なものを用いうる。
【０１１６】
　＜アンカー層＞
　偏光板と粘着剤層との間の密着性を向上させるために、その層間にアンカー層を設ける
こともできる。
【０１１７】
　上記アンカー層の形成材としては、好ましくは、ポリウレタン、ポリエステル、分子中
にアミノ基を含むポリマー類から選ばれるアンカー剤が用いられ、特に好ましくは、分子
中にアミノ基を含んだポリマー類である。分子中にアミノ基を含むポリマー類は、分子中
のアミノ基が粘着剤中のカルボキシル基等と反応またはイオン性相互作用などの相互作用
を示すため、良好な密着性が確保される。
【０１１８】
　分子中にアミノ基を含むポリマー類としては、例えば、ポリエチレンイミン、ポリアリ
ルアミン、ポリビニルアミン、ポリビニルピリジン、ポリビニルピロリジン、ジメチルア
ミノエチルアクリレート等の含アミノ基含有モノマーの重合体などをあげることができる
。
【０１１９】
　上記アンカー層は導電性を有していてもよい。アンカー層に導電性を付与することで、
帯電防止性を向上させることができ、これを目的として帯電防止剤を好適に添加すること
もできる。帯電防止剤としては、上述の粘着層に含み得る帯電防止剤を好適に用いること
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ができる。
【０１２０】
　なお本実施形態において、アンカー層は、第１透明保護フィルムに用いられる紫外線吸
収剤で処理する方式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【０１２１】
《液晶表示装置》
　本実施形態の偏光板は液晶表示装置等の各種装置の形成などに好ましく用いることがで
きる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液晶表示装置は一般に、
液晶セルと偏光板、及び必要に応じての照明システム等の構成部品を適宜に組立てて駆動
回路を組込むことなどにより形成されるが、本実施形態においては上記偏光板を用いる点
を除いて特に限定はなく、従来に準じうる。液晶セルについても、例えばＴＮ型やＳＴＮ
型、π型、ＶＡ型、ＩＰＳ型、などの任意なタイプのものを用いうる。
【０１２２】
　液晶セルの片側又は両側に偏光板を配置した液晶表示装置や、照明システムにバックラ
イトあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置を形成することができる。そ
の場合、偏光板は液晶セルの片側又は両側に設置することができる。両側に偏光板または
光学フィルムを設ける場合、それらは同じものであってもよいし、異なるものであっても
よい。さらに、液晶表示装置の形成に際しては、例えば拡散板、アンチグレア層、反射防
止膜、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板、バックライトなどの適
宜な部品を適宜な位置に１層又は２層以上配置することができる。
【０１２３】
　第２透明保護フィルム２２が位相差を有する偏光板Ｐを液晶セルＣに配置する場合には
、当該偏光板Ｐは、第２透明保護フィルム（位相差板に相当）２２側を液晶セルＣ側にな
るように配置するのが好ましい。液晶セルＣの両側に、前記偏光板Ｐを配置する場合には
、両側の偏光板ともに、第２透明保護フィルム（位相差板）２２側を液晶セルＣ側になる
ように配置するのが好ましい。このように配置した場合を図２に示す。
【０１２４】
　図２に示すように、液晶表示装置の構成として、偏光板を液晶セルの両側に配置するこ
とが視角特性の点で好ましい。なお、本実施形態の偏光板Ｐを片側（特に視認側、図２中
上側）に適用し、一方の側（図２中、下側）の偏光板としては、通常の透明保護フィルム
を用いたものを用いることができる。
【実施例】
【０１２５】
　以下、本発明の構成と効果を具体的に示す実施例等について説明するが、本発明はこれ
らに限定されるものではない。なお、各例中、部および％は特記ない限り重量基準である
。
【０１２６】
　（イミド化率の算出）
　１Ｈ－ＮＭＲ　ＢＲＵＫＥＲ　ＡｖａｎｃｅＩＩＩ（４００ＭＨｚ）を用いて、樹脂の
１Ｈ－ＮＭＲ測定を行った。３．５から３．８ｐｐｍ付近のメタクリル酸メチルのＯ－Ｃ
Ｈ３プロトン由来のピーク面積Ａと、３．０から３．３ｐｐｍ付近のグルタルイミドのＮ
－ＣＨ３プロトン由来のピークの面積Ｂより、次式で求めた。
　　　　Ｉｍ％＝｛Ｂ／（Ａ＋Ｂ）｝×１００
　なお、「イミド化率」とは全カルボニル基中のイミドカルボニル基の占める割合をいう
。
【０１２７】
　（酸価）
　酸価は、イミド樹脂中でのカルボン酸単位、カルボン酸無水物単位の含有量を示す。０
．３ｇのポリマー試料を３７．５ｍｌの塩化メチレンおよび３７．５ｍｌのメタノールの
混合溶媒の中で溶解し、フェノールフタレインエタノール溶液を２滴加えた後に、０．１
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Ｎの水酸化ナトリウム水溶液を５ｍｌ加える。過剰の塩基を０．１Ｎ塩酸で滴定し、酸価
を添加した塩基と中和に達するまでに使用した塩酸との間のミリ当量で示す差で算出した
。
【０１２８】
　（偏光子の作製）
　平均重合度２４００、ケン化度９９．９モル％、厚さ７５μｍのポリビニルアルコール
フィルムを、２８℃の温水中に６０秒間浸漬して膨潤させた。次いで、３．２重量％（重
量比：ヨウ素／ヨウ化カリウム＝１／１０）の３０℃のヨウ素溶液中で１分間染色しなが
ら、３．３倍まで延伸した。次いで、６０℃の３重量％のホウ酸、２重量％のヨウ化カリ
ウム水溶液中に１０秒間浸漬しながら３．６倍まで延伸した。その後、６０℃の４重量％
のホウ酸、３重量％のヨウ化カリウム水溶液中に０．５分間浸漬しながら総合延伸倍率が
６倍まで延伸した。さらに、５重量％のヨウ化カリウム水溶液中に１０秒間浸漬してヨウ
素イオン含浸処理をした。その後、４０℃のオーブンで３分間乾燥を行い、厚さ３０μｍ
の偏光子を得た。
【０１２９】
　（透明保護フィルムの作製）
　透明保護フィルムＡ（グルタルイミド単位含有）：ＭＳ樹脂（ＭＳ－２００；メタクリ
ル酸メチル／スチレン（モル比）＝８０／２０の共重合体，新日鐵化学（株）製）をモノ
メチルアミンでイミド化（イミド化率：５％）した。得られたイミド化されたＭＳ樹脂は
、一般式（１）で表されるグルタルイミド単位（式中、Ｒ１およびＲ３はメチル基、Ｒ２

は水素原子である）、一般式（２）で表される（メタ）アクリル酸エステル単位（Ｒ４は
水素原子、Ｒ５およびＲ６はメチル基である）、およびスチレン単位を有し、酸価は０．
５ｍｍｏｌ／ｇであった。なお、前記イミド化には、口径１５ｍｍの噛合い型同方向回転
式二軸押出機を用いた。押出機の各温調ゾーンの設定温度を２３０℃、スクリュー回転数
１５０ｒｐｍ、ＭＳ樹脂を２．０ｋｇ／ｈｒで供給し、モノメチルアミンの供給量はＭＳ
樹脂１００重量部に対して２重量部とした。ホッパーからＭＳ樹脂を投入し、ニーディン
グブロックによって樹脂を溶融、充満させた後、ノズルからモノメチルアミンを注入した
。反応ゾーンの末端にはシールリングを入れて樹脂を充満させた。反応後の副生成物およ
び過剰のメチルアミンをベント口の圧力を－０．０８ＭＰａに減圧して脱揮した。押出機
出口に設けられたダイスからストランドとして出てきた樹脂は、水槽で冷却した後、ペレ
タイザでペレット化した。前記イミド化されたＭＳ樹脂を溶融押出製膜した。このとき、
紫外線吸収剤（ＡＤＥＫＡ社製、「Ｔ－７１２」）をＭＳ樹脂１００重量部に対して０．
６６重量部供給した。次いで、縦２倍、横２倍に二軸延伸した透明保護フィルム（厚さ４
０μｍ，Ｒｅ＝２ｎｍ，Ｒｔｈ＝２ｎｍ）を作製した。
【０１３０】
　透明保護フィルムＢ（グルタルイミド単位含有）：反応時間と温度を調整してイミド化
率を２．５％としたこと以外は、透明保護フィルムＡの手順と同様にして作製した。
【０１３１】
　透明保護フィルムＣ（グルタルイミド単位含有）：反応時間と温度を調整してイミド化
率を１０％としたこと以外は、透明保護フィルムＡの手順と同様にして作製した。
【０１３２】
　透明保護フィルムＤ（グルタルイミド単位含有）：反応時間と温度を調整して酸価を０
．１ｍｍｏｌ／ｇとしたこと以外は、透明保護フィルムＡの手順と同様にして作製した。
【０１３３】
　透明保護フィルムＥ（グルタルイミド単位含有）：反応時間と温度を調整して酸価を３
．０ｍｍｏｌ／ｇとしたこと以外は、透明保護フィルムＡの手順と同様にして作製した。
【０１３４】
　透明保護フィルムＦ（グルタルイミド単位含有）：紫外線吸収剤を配合しなかったこと
以外は、透明保護フィルムＡと同様に作製した。
【０１３５】
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　透明保護フィルムＧ（グルタル酸無水物単位含有）：メタクリル酸メチル２０重量部と
、アクリルアミド８０重量部とを共重合した共重合体を、さらに、メタクリル酸２７重量
部およびメタクリル酸メチル７３重量部と反応させて共重合体（ａ）を得た後、当該共重
合体（ａ）を加熱することにより、分子内環化反応を行い、グルタル酸無水物単位を共重
合体中に導入した。当該共重合体の全単位を基準として、不飽和カルボン酸アルキルエス
テル単量体単位：グルタル酸無水物単量体単位：不飽和カルボン酸単量体単位の割合は、
７１：２８：１（モル比）である。得られる構造単位としては、上記一般式（２）中、Ｒ
１およびＲ２がメチル基であり、下記一般式（３）中、Ｒ６およびＲ７がメチル基である
。なお、不飽和カルボン酸単量体単位は、メタクリル酸由来の構造単位である。重量平均
分子量は、１３万であった。
【化４】

 
【０１３６】
　攪拌機を備えた３００ｍｌセパラブルフラスコに得られた共重合体（ａ）５０ｇ、２－
ブタノン１５０ｇを入れ、ダブルヘリカルリボン撹拌翼で２４時間撹拌した。得られた溶
液を１μｍカットのガラスフィルターで濾過し、アクリル系樹脂溶液を得た。アクリル系
樹脂溶液の一部を、ポリエチレンテレフタレートフィルム（厚み１００μｍ）を固定した
ガラス板上に取り、バーコーターを用いて均一な膜を形成せしめ、次いで５０℃で１０分
間加熱し、アクリル系樹脂フィルムを得た。得られたアクリル系樹脂フィルムをポリエチ
レンテレフタレートフィルムから剥がし、１００℃で１０分間、１２０℃で２０分間、１
４０℃で２０分間、さらに１７０℃で４０分間加熱して、透明保護フィルムＦ（厚さ４０
μｍ，Ｒｅ＝０ｎｍ，Ｒｔｈ＝０ｎｍ）を得た。
【０１３７】
　透明保護フィルムＨ：ノルボルネン系樹脂フィルム（日本ゼオン社製，商品名：ゼオノ
ア）のｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの関係を満足する二軸性位相差フィルム（厚さ５０μｍ、Ｒｅ＝
５５ｎｍ、Ｒｔｈ＝１５１ｎｍ、Ｎｚ＝２．２）を用いた。
【０１３８】
　透明保護フィルムＩ：ノルボルネン系樹脂フィルム（日本ゼオン社製，商品名：ゼオノ
ア）のｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの関係を満足する二軸性位相差フィルム（厚さ４０μｍ、Ｒｅ＝
５５ｎｍ、Ｒｔｈ＝１５１ｎｍ、Ｎｚ＝２．２）を用いた。
【０１３９】
　透明保護フィルムＪ：厚さ４０μｍで紫外線吸収剤を含有するトリアセチルセルロース
フィルム（富士フィルム（株）製，「ＴＤ６０ＵＬ」、Ｒｅ＝１０ｎｍ，Ｒｔｈ＝５０ｎ
ｍ，透湿度６００ｇ／ｍ２・２４ｈｒ）を用いた。
【０１４０】
　（接着剤の調製）
　接着剤Ａ（活性エネルギー線硬化系）：ＨＥＡＡ（ヒドロキシエチルアクリルアミド）
／５０部、ＡＣＭＯＬ（アクリロイルモルホリン）／５０部、ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４／
３部を１時間混合して接着剤Ａを調製した。
【０１４１】
　接着剤Ｂ（水系）：アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂（平均重
合度：１２００，ケン化度：９８．５モル％，アセトアセチル化度：５モル％）１００部
に対し、メチロールメラミン５０部を、３０℃の温度条件下に、純水に溶解し、固形分濃
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度３．７％に調整した水溶液を調製した。前記水溶液１００部に対し、アルミナコロイド
水溶液（平均粒子径１５ｎｍ，固形分濃度１０％，正電荷）１８部を加えて接着剤水溶液
を調製した。接着剤水溶液の粘度は９．６ｍＰａ・ｓであった。接着剤水溶液のｐＨは、
４－４．５の範囲であった。これを接着剤Ｂとした。
【０１４２】
＜実施例１＞
　（偏光板の作成）
　上記透明保護フィルムＡの片面に、上記接着剤Ａを乾燥後の接着剤層の厚みが８０ｎｍ
となるように塗布したもの用意した。上記透明保護フィルムＨの片面に、上記接着剤Ａを
乾燥後の接着剤層の厚みが８０ｎｍとなるように塗布したもの用意した。また、接着剤の
塗布は、その調製から３０分間後に２３℃の温度条件下で行なった。次いで、２３℃の温
度条件下で偏光子の両面に、前記接着剤付きの透明保護フィルムＡおよびＨをロール機で
貼り合せた後、透明保護フィルムＨ側から活性エネルギー線を適宜照射して両側の接着剤
層Ａを硬化させ偏光板を作成した。
【０１４３】
＜実施例２～５、比較例１～５＞
　実施例１において、偏光板の作製にあたり、透明保護フィルムの種類および接着剤の種
類を表１に示すように変えたこと以外は実施例１と同様にして偏光板を作製した。なお、
実施例５では、接着剤として接着剤Ｂを用い、２３℃の温度条件下で偏光子の両面に、前
記接着剤付きの透明保護フィルムＡおよびＨをロール機で貼り合せた後、５５℃で１０分
間乾燥して偏光板を作成した。
【０１４４】
　（評価）
　得られた偏光板について下記評価を行った。結果を表１に示す。
【０１４５】
　（外観評価：コゲ）
　作製した偏光板を目視にて確認し、コゲ（黒い斑点状の外観不良）の有無を確認した。
コゲが発生しなかった場合を「○」、コゲが発生した場合を「×」として評価した。
【０１４６】
　（表示ムラ）
　偏光板を、偏光子の吸収軸が長辺に対して４５°となるように、１６０ｍｍ×９０ｍｍ
に切り出した。当該偏光板の積層フィルム面（光学補償層側）にアクリル系粘着剤層を貼
り付けた。この粘着剤層付きの偏光板を、ガラス板の両面に、偏光板（偏光子）の吸収軸
が直交するように貼り付けたものをサンプルとした。サンプルについて、加熱試験（８０
℃，１００時間）、加湿試験（６０℃，９０％ＲＨ，１００時間）を行った。試験後、目
視での観察および輝度を測定した。
【０１４７】
　目視での観察は、表示ムラが発生しなかった場合を「○」、表示ムラが発生した場合を
「×」として評価した。
【０１４８】
　輝度の測定は、試験に供したサンプルをバックライト上に配置、その反対側（上板から
５０ｃｍ離れた位置）に設置した測定機（２次元色分布測定装置，コニカミノルタ社）製
，商品名：ＣＡ－１５００）を用いて行った。輝度は、ムラとして見えた部分（暗部）の
輝度（Ａ：ｃｄ／ｍ２）とムラのない部分（明部）の輝度（Ｂ：ｃｄ／ｍ２）を測定し、
輝度比（Ａ／Ｂ）を求めて、指標とした。輝度差（Ａ／Ｂ）の値が大きいほど、面内の輝
度ムラが大きいことを意味する。
【０１４９】
　（外観評価：黄変）
　偏光板を１０００ｍｍ×１０００ｍｍになるように切り出してサンプルを調製した。サ
ンプルの偏光板を、ＪＩＳ　Ｋ　７３５０－２で定められた耐光試験の環境下に置き、そ
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した場合を「×」として評価した。
【０１５０】
　（偏光板の偏光度）
　偏光板（１００ｍｍ×１００ｍｍ）から吸収軸が長辺に対して４５°となるように切り
出してサンプルとし、偏光度（％）を積分球式透過率測定機（（株）村上色彩研究所製：
ＤＯＴ－３Ｃ）を用いて測定した。偏光度は９９．９９０％以上あればよく、９９．９９
５％以上が好ましい。
【０１５１】
　（パネルのコントラスト）
　以下の手順で液晶パネルを作製し、これを液晶表示装置に実装してコントラストを評価
した。
【０１５２】
　　＜液晶表示装置への実装＞
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置［ＬＧディスプレイ社製液晶テレビ：型式
３２ＬＥ７５００　の液晶パネル（画面サイズ：３２インチ）］から、液晶パネルを取り
出し、液晶セルの上下に配置されていた光学フィルムを全て取り除いて、上記液晶セルの
ガラス面（表裏）を洗浄した。このようにして作製した液晶セルを液晶セルＡとした。そ
して液晶セルＡの両面に作製した実施例・比較例に記載の偏光板を、アクリル系粘着剤（
厚み２０μｍ）を介して、視認側は長辺側に偏光子の吸収軸となるよう、バックライト側
は短辺方向が偏光子の吸収軸になるよう貼付け、液晶パネルＡを作製した。
【０１５３】
　得られた液晶パネルＡを、前記ＩＰＳモードの液晶セルを取り出した液晶表示装置（Ｌ
Ｇディスプレイ社製の液晶テレビ、型式：３２ＬＥ７５００の液晶パネル、画面サイズ：
３２インチ）に実装し直した。
【０１５４】
　　＜コントラストの測定＞
　コントラストの測定は、２３℃、５５％Ｒ．Ｈ．の暗室でバックライトを点灯させてか
ら３０分経過した後、ＥＬＤＩＭ社製のＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ（製品名）を用
いて、白画像、及び、黒画像を表示した場合の、正面方向のＸＹＺ表示系のＹ値を測定し
た。白画像におけるＹ値（ＹＷ：白輝度）と、黒画像におけるＹ値（ＹＢ：黒輝度）とか
ら、正面方向のコントラスト比（ＹＷ／ＹＢ）を算出した。コントラスト比は、５０００
以上あればよく、６０００以上であることが好ましい。
【０１５５】



(24) JP 2016-224182 A 2016.12.28

10

20

30

40

50

【表１】

 



(25) JP 2016-224182 A 2016.12.28

10

20

【０１５６】
　（考察）
　実施例１～５では、偏光板の第１透明保護フィルムにおけるコゲを防止でき、また液晶
パネルへの適用の際にも表示ムラおよび黄変を抑えることができ、光学特性も良好であっ
た。比較例１では第１透明保護フィルムのイミド化率、比較例２では酸価が高すぎたため
に、第１透明保護フィルムにコゲが発生した。比較例３では第１透明保護フィルムに紫外
線吸収剤を配合しなかったために偏光板の黄変が発生した。比較例４では第１透明保護フ
ィルムにグルタルイミド単位を含めなかったためにコゲが発生した。比較例５では第２透
明保護フィルムとしてトリアセチルセルロースフィルムを用いたために吸湿が進行し、表
示ムラが発生した。なお、実施例１～４と実施例５とを比較すると、実施例５では水系接
着剤を用いたために偏光板の光学特性がわずかながら低下した。これにより、接着剤とし
て水系接着剤及び活性エネルギー線硬化型接着剤のいずれであっても実用に供し得るもの
の、より高品位の偏光板とするには活性エネルギー線硬化型接着剤を用いることが好まし
いことが分かる。
【符号の説明】
【０１５７】
　１　偏光子
　２１　第１透明保護フィルム
　２２　第２透明保護フィルム
　３　接着剤層
　Ｐ　偏光板
　Ｃ　液晶セル
 

【図１】

【図２】
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(72)発明者  木村　真規子
            大阪府茨木市下穂積１丁目１番２号　日東電工株式会社内
Ｆターム(参考) 2H149 AA07  AB02  BA02  CA02  EA12  EA22  FA03W FA05X FA08X FA54X
　　　　 　　        FA63  FA70  FC03  FC04  FC05  FD05  FD06  FD21  FD25 
　　　　 　　  2H191 FA10X FA10Z FA22X FA22Z FA94X FA94Z FA95X FA95Z FB02  FB22 
　　　　 　　        FB23  FD36  LA03  LA06 
　　　　 　　  2H291 FA10X FA10Z FA22X FA22Z FA94X FA94Z FA95X FA95Z FB02  FB22 
　　　　 　　        FB23  FD36  LA03  LA06 

【要約の続き】
【選択図】図１
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